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第355条 養子縁組は, 養子縁組の申請の提出の日から, その効果を生じ
る｡
Art. 355 L’adoption produit ses effets 
compter du jour du de la
		en adoption.
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た子がその出生からフランス国籍を取得する (⇒20条参照) のは, その例外で
ある｡
[一] 完全養子縁組は, 養子とその元の家族との関係を完全に切断するのが
原則である｡ しかし, その例外として, 元の家族との間に存在した血族関係,
姻族関係に基づく近親婚の禁止 (⇒161条～164条) は存続する (本条１項)｡
また, 配偶者の子を養子にする場合には, 養親の配偶者とその家族に関して
は, 元の親子関係が維持される (本条２項前段)｡ したがって, 子は夫婦の一
方に関して実親子関係を有し, 他方に関しては養親子関係を有することになる｡
この養子縁組は, その他に関しては, すなわち氏や親権に関しては, 夫婦双方
による養子縁組の効力を発生させる (本条２項後段)｡ この規定は婚姻カップ






















Art. 356 L’adoption 	l’enfant une filiation qui se substitue 	sa
filiation d’origine : 
cesse d’appartenir 	sa famille par le sang, sous
des prohibitions au mariage aux articles 161 	164.
(L. n761179 du 221976)Toutefois l’adoption de l’enfant du conjoint
laisse subsister sa filiation d’origine 	
de ce conjoint et de sa famille.
Elle produit, pour le surplus, les effets d’une adoption par deux 
238(870) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
[二] 養子とその元の家族との関係の完全な切断の原則にもかかわらず, 判
例 (Civ. 1re, 5 mai 1986, D. 1986. 496 ; RTDC. 1986. 736) は, ｢Ａ・Ｂ夫婦の子
Ｃは, 母Ｂが死亡したためＢの母 (Ｃの祖母) Ｄによって一定期間育てられた｡
その後, ＡがＥと再婚し, ＥがＣを完全養子とした｣ 事案において, ＤにＣに














裁判所は, 養子縁組の判決において, 養親の請求に基づいて, その配偶者
の氏が配偶者の同意を留保して子に付与されることを決定することができ






Art. 357 L’adoption 	l’enfant le nom de l’adoptant (
par L.
2002304 du 4 mars 2002) et, en cas d’adoption par deux le nom du
mari.
(L. n2002304 du 4 mars 2002) En cas d’adoption par deux le
nom 	l’enfant est  !en application des "#$$	
l’article 31121.%
Sur la demande du ou des adoptants, le tribunal peut modifier les  $
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 239(871)
本条は, 完全養子縁組の場合における養子の氏を規定する (単純養子縁組の
場合における養子の氏については⇒363条)｡ 養子は, 個人縁組 (adoption
individuelle) (⇒343条の１) の場合には, 養親の氏を取得する｡ 子を養子にし
たのが夫婦である場合には, 養子は夫婦によって選択された氏を取得する (本

















(L. n2002304 du 4 mars 2002) Si l’adoptant est une femme 	ou
un homme 
le tribunal peut, dans le jugement d’adoption, 	
la
demande de l’adoptant, que le nom de son conjoint, sous 		 du
consentement de celui-ci, sera l’enfant. Le tribunal peut 		

la demande de l’adoptant et sous 		du consentement de son conjoint,
	l’enfant les noms des dans l’ordre choisi par eux et
dans la limite d’un nom de famille pour chacun d’eux.
Si le mari ou la femme de l’adoptant est ou dans de
manifester sa 
le tribunal 	 souverainement  avoir













規定する｡ したがって, 子を養子にしたのが夫婦である場合には, 夫婦が親権
を共同で行使する (⇒372条１項)｡ 氏については⇒357条参照｡
財産的側面においても同様であり, 扶養義務 (obligation alimentaire) の規









Art. 3571 (L. n2002304 du 4 mars 2002) Les dispositions de l’article
31121 sont applicables l’enfant qui a fait l’objet d’une adoption 	

ayant en France les effets de l’adoption 	

Les adoptants exercent l’option qui leur est ouverte par cet article lors de
la demande de transcription du jugement d’adoption, par 	
au procureur de la 	du lieu cette transcription doit 
Lorsque les adoptants sollicitent l’exequatur du jugement d’adoption
ils joignent la	d’optionleur demande. Mention de cette
	est dans la 		
La mention du nom choisi est la diligence du procureur de la
	dans l’acte de naissance de l’enfant.
第358条 養子は, 養親の家族において, (2002年３月４日の法律第305号)
≪その親子関係が本編第７章の適用によって確立される≫子と同一の権利
及び同一の義務を有する｡
Art. 358 a, dans la famille de l’adoptant, les droits et les
obligations qu’un enfant (L. n2002305 du 4 mars 2002) dont la
filiation est 	en application du titre VII du livre .
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 241(873)
養親のみならず養親の家族に関しても相続権をもつ｡
[一] 本条は, 完全養子縁組の撤回 (離縁) 不可能性 (	
) を規
定する｡ 単純養子縁組が撤回可能である (⇒370条以下) のと対照的である｡
したがって, 重大な理由が存在しても, 単純養子縁組のように撤回はできない｡
養親が親としての義務を果たさない場合は, 実親子関係の場合と同様に, 育成
扶助 (assistance ), 親権の取上げ (retrait de 
parentale) の
制度で対応するしかない｡
[二] しかしながら, 1996年７月５日の法律によって, 例外的に, 重大な理
由で正当化される場合には, 完全養子縁組の対象となっていた子の単純養子縁
組が可能とされるに至っている (⇒360条)｡ なお, 養親の死亡後に新しい養子
縁組が可能であることについては⇒346条２項参照｡
第２節 単純養子縁組 (De l’adoption simple)
前節が完全養子縁組 (adoption 
) を規定するのに対し, 本節は単純
養子縁組 (adoption simple) を規定する｡ ここでは, 完全養子縁組の規定の多
くが単純養子縁組にも適用される (⇒361条) とした上で, 単純養子縁組に特
有の規定を置く｡ たとえば, 養子に関する要件では, 単純養子縁組については
完全養子縁組の場合と異なり養子に関する最高年齢の制約は存在しない (⇒
360条)｡ 単純養子縁組の効果は, 養家族と実家族が併存することである｡ 前者
に関して, とりわけ養子と養親の間には, 養子は養親の氏を取得し (⇒363条),




かつ, そこにそのすべての権利, 特に相続上の権利を保持する｣ (364条１項)














Art. 359 L’adoption est 	

242(874) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
親によって行使される (⇒365条)｡
第１款 求められる要件及び判決 (Des conditions requises et du jugement)
[一] 本条以下には, 単純養子縁組についての規定が置かれる｡ 単純養子縁
組は, 基本的には, 次の点において完全養子縁組と異なる｡ ①単純養子縁組は,
血縁による家族との関係を切断しない (⇒364条―完全養子縁組については⇒
356条), ②単純養子縁組では, 撤回 (離縁) が可能である (⇒370条―完全養
子縁組の撤回不可能性については⇒359条)｡
[二] 本条は, 単純養子縁組の成立要件, とりわけ養子に関する要件につい
て規定する｡ 単純養子縁組の養親に関する要件は, 完全養子縁組のそれと同一
である (⇒361条―完全養子縁組についての規定が単純養子縁組にも適用され
ることを規定する)｡ 単純養子縁組も, 夫婦縁組 (adoption conjugale) に限定
されず, 個人縁組 (adoption individuelle) も可能である (⇒343条, 343条の１)｡
養親の最低年齢や婚姻期間についての要件も, 同一である (⇒343条)｡ しかし,
養子に関する要件については, 完全養子縁組とは異なる単純養子縁組に特有の
要件がある｡ 本条１項によれば, 完全養子縁組の場合と異なり, 単純養子縁組
においては, 養子についての最高年齢の制約は存在しない｡ 成年であれ, 未成











Art. 360 L’adoption simple est permise quel que soit de 	

(L. n96604 du 5 juill. 1996) S’il est de motifs graves, l’adoption
simple d’un enfant ayant fait l’objet d’une adoption 
est permise.
Si 	
est de plus de (L. n9322 du 8 janv. 1993) treize ans, il
doit consentir personnellement l’adoption.
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 243(875)




[三] 完全養子縁組の撤回 (離縁) 不可能性 (	
) (⇒359条) は,
完全養子縁組の養親がその養子を養子に出すことを禁止することをも意味する
ものと解された｡ しかし, 完全養子縁組が失敗した場合 (国際養子縁組の進展
とともに増加した) に対応するために, 1996年７月５日の法律は, ｢重大な理
由で正当化される場合｣ には完全養子縁組の養子を新しい縁組 (単純養子縁組
に限定される) の対象とすることを認めるに至った｡ 単純養子縁組の成立のた
めには ｢重大な理由｣ が必要であるが, 判例は, 養母と生活している (養父母
の別居以降, 養子の監護は養母に委ねられている) 養子の養父の新しい妻によ
る単純養子縁組を重大な理由がない (完全養子縁組が失敗であったとはいえな
い) として拒否する (Paris, 16 janv. 2003, RTDC. 2003, 280―単純養子縁組を
認める判例には, Poitiers, 29 mai 2001, D. 2002, somm. 1874 などがある)｡
[四] 破毀院は, 人工授精で生まれ父子関係のない自然子をその母と PACS
(⇒515条の１以下) を締結している女性が単純養子縁組することを, 養親が養
子に関するすべての親権の権利を単独で授けられる (⇒365条) 一方で, 引き
続き子を育てることを望んでいる生物学上の母がその固有の権利を奪われるこ



















Art. 361 (L. n761179 du 22 1976) Les dispositions des articles 343
344, (L. n20101609 du 22 2010) du dernier 
de l’article 345,




完全養子縁組の場合 (⇒354条) と異なり, 元の出生証書を無効とはしない｡






des articles346 350, 353, 3531, (L. n2001111 du 6 	2001)

3532,355 et (L. n2002304 du 4 mars 2002) 
des deux derniers 
de l’article 357sont applicables l’adoption simple.
第362条 単純養子縁組を言い渡す判決は, それが既判力を生じる日から
15日内に, 共和国検事の申請によって身分登録簿に記載し, 又は謄記する｡
Art. 362 Dans les quinze jours de la datelaquelle elle esten force
de chose la  l’adoption simple est !"ou
transcrite sur les registres de #""civil la $%&"du procureur de la
'(%)
第363条 (1993年１月８日の法律第22号) ①単純養子縁組は, 養子にそ
の氏に付加して養親の氏を付与する｡
② (2002年３月４日の法律第304号, 2003年６月18日の法律第516号) ≪養
子及び養親, 又はその一方が複合の氏を称するときは, 養子に付与される
氏は, それぞれにつき一つの氏を限度として, 養親の氏の養子固有の氏へ




















氏である｡ 養子が複合の氏を称する場合は, 保存される氏の選択は, 養親
に属する｡ 養親は, 13歳以上の養子の同意を得なければならない｡ 不一致
の場合又は選択のない場合には, 保持される養親の氏が養子の最初の氏に
付加される｡≫
④ただし, 裁判所は, 養親の請求に基づき, 養子が養親の氏しか称しない
ことを決定することができる｡ (2002年３月４日の法律第304号) ≪夫婦の
双方による養子縁組の場合には, 養子の氏に置き換えられる氏は, 養親の





Art. 363 (L. n9322 du 8 janv. 1993) L’adoption simple	le nom de
l’adoptant 
en l’ajoutant au nom de ce dernier.
(L. n2002304 du 4 mars 2002 ; L. n2003516 du 18 juin 2003)Lorsque
et l’adoptant, ou l’un d’entre eux, portent un double nom de famille, le
nom 
	de l’adjonction du nom de l’adoptant 
son
propre nom, dans la limite d’un nom pour chacun d’eux. Le choix appartient

l’adoptant, qui doit recueillir le consentement de de plus de
treize ans. En cas deou
de choix, le nom

	de l’adjonction du premier nom de l’adoptant au premier nom de

En cas d’adoption par deux le nom au nom de est,

la demande des adoptants, soit celui du mari, soit celui de la femme, dans la
limite d’un nom pour chacun d’eux et, 
d’accord entre eux, le premier
nom du mari. Si porte un double nom de famille, le choix du nom
	appartient aux adoptants, qui doivent recueillir le consentement de
246(878) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
[一] 本条は, 単純養子縁組の場合における養子の氏について規定する (完全
養子縁組の場合における養子の氏については⇒357条)｡ 本条１項は, 養子の氏
に養親の氏が付加される形が原則であることを規定する｡
[二] 本条２項は, 個人縁組の場合で, 養子および養親, またはその一方が
複合の氏を称しているときには, 養子に付与される氏は, それぞれにつき１つ
の氏を限度として養子固有の氏を付加する形となることを規定する｡ したがっ
て, 養親の氏がＡ－Ｂで, 養子固有の氏がＹ－Ｚである場合に, 養子の氏は,
Ｙ－Ａ, Ｙ－Ｂ, Ｚ－Ａ, Ｚ－Ｂ, (さらには, 養親の氏を先に置くことが可
能であるなら―判例はそれを認める―) Ａ－Ｙ, Ａ－Ｚ, Ｂ－Ｙ, またはＢ－
Ｚが可能である｡ 養親が, これらのうちから選択する｡ 養子が13歳以上であれ
ば, 養子の同意が必要である｡ 不一致または養親の選択がない場合には, 上の
例では, Ｙ－Ａとなる｡ なお, 養親が婚姻している場合には, その配偶者の氏
をも含め他の組合せも可能となる (⇒361条, 357条 4・5 項)｡
[三] 本条３項は, 夫婦の双方による養子縁組の場合における養子の氏に
ついて規定する｡ たとえば, 養子の固有の氏がＹ－Ｚ, 夫の氏がＣ－Ｄ, 妻の
氏がＥ－Ｆであるとすると, 養子の氏は, Ｙ－Ｃ, Ｙ－Ｄ, Ｙ－Ｅ, Ｙ－Ｆ,
Ｚ－Ｃ, Ｚ－Ｄ, Ｚ－Ｅ, Ｚ－Ｆ, (さらには, それぞれの順番が逆の) Ｃ－







	de plus de treize ans. En cas de 	ou 	de choix,
le nom des adoptants retenu est 	au premier nom de 	
Le tribunal peut, toutefois, la demande de l’adoptant, 	que 	
ne portera que le nom de l’adoptant. (L. n2002304 du 4 mars 2002)En cas
d’adoption par deux	le nom de famille	celui de	peut,
au choix des adoptants, soit celui du mari, soit celui de la femme, soit les
noms 	des 	dans l’ordre choisi par eux et dans la limite d’un seul
nom pour chacun d’eux.Cette demande peut 		
	l’adoption. Si 	est 
	de plus de treize ans, son
consentement personnelcette substitution (L. n2002304 du 4 mars 2002)
du nom de familleest 	
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 247(879)
る｡ いかなる合意も得られなかった場合は, Ｙ－Ｃとなる｡
[四] 単純養子縁組における養子の氏は養子の固有の氏に養親の氏が付加さ
れる形が原則であるが (本条１項), 本条４項は, 裁判所が養親の請求に基づ
き養子が養親の氏しか称しないことを決定できることを規定する｡ すなわち,
付加 (adjonction) ではなく, 置換え (substitution) の形態も可能である｡ 養
子が13歳以上の場合には, この置換えに対する養子の同意が必要である｡ 養子
が成年の子を有するときには, その成年の子がこの置換えに同意しなければ,























Art. 3631 (L. n2002304 du 4 mars 2002) Les dispositions de l’article
363 sont applicables l’enfant ayant fait l’objet d’une adoption 	

ayant en France les effets d’une adoption simple,
lorsque l’acte de naissance de  est  par une 	
	
Les adoptants exercent l’option qui leur est ouverte par cet article par
	au procureur de la 	du lieu  l’acte de
naissance est l’occasion de la demande de mise jour de celui-ci.
La mention du nom choisi est la diligence du procureur de la
	dans l’acte de naissance de l’enfant.




単純養子縁組は, 単純養子縁組とは異なり, 血縁による家族 (famille par le
sang) との関係を切断しない｡ 本条が規定するように, 単純養子縁組の養子は











Art. 364 	reste dans sa famille d’origine et y conserve tous ses
droits, notamment ses droits 
		
Les prohibitions au mariage 	aux articles 161 164 du 	code
s’appliquent entre 	et sa famille d’origine.
第365条 ①養親のみが, 養子に関して, 養子の婚姻に同意する権利を含
み, 親権のすべての権利を授けられる｡ ただし, 養親が養子の父又は母の








Art. 365 L’adoptant est seul investi 	de 	de tous les droits
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 249(881)
本条は, 単純養子縁組の場合における親権について規定する｡ 未成年の養子
の親権に関しては, 元の父母は親権のすべての権利を失い, 養親が親権を行使
























parentale, inclus celui de consentir au mariage de 
moins
qu’il ne soit le conjoint du ou de la de 
dans ce cas,
l’adoptant a 	
parentale concurremment avec son conjoint, (L. n
2002305 du 4 mars 2002) lequel en conserve seul l’exercice, sous 

d’une 
	conjointe avec l’adoptant devant le greffier en chef du tribu-




par le ou les adoptants (L. n
2002305 du 4 mars 2002) dans les conditions 
par le chapitre Ier du
titre IX du 
livre.
Les de l’administration 
et de la tutelle (L. n2002305 du 4
mars 2002) des mineurss’appliquent 

第366条 ①養子縁組から生じる血族関係は, 養子の (1996年７月５日の
法律第604号により削除) ≪嫡出の≫子に及ぶ｡
②婚姻は, 禁止される｡




















Art. 366 Le lien de 	
de l’adoption 	aux enfants
(par L. n96604 du 5 juill. 1996) de 
Le mariage est  !"
1#Entre l’adoptant, et ses descendants ;
2#Entre  et le conjoint de l’adoptant ; $ %
&entre
l’adoptant et le conjoint de '
3#Entre les enfants adoptifs du &(&individu ;
4#Entre et les enfants de l’adoptant.
)& 	*les prohibitions au mariage 	aux 3#et 4#ci-dessus
peuvent (+	par dispense du ,	 de la -
! %
*s’il y a des
causes graves.
(L. n761179 du 22./01976)1La prohibition au mariageau 2#ci-
dessus peut (+dans les &(&	conditions lorsque la personne qui a
$l’alliance est $2
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 251(883)
本条は, 単純養子縁組に関する扶養義務 (obligation alimentaire) について
規定する｡ 養子と養親との間には, 相互に扶養義務がある｡ 養子とその実親と
の間の扶養義務も存続する｡ しかし, 実親は, 養親が扶養義務を果たすことが
できない場合にのみ扶養義務を負うにとどまる｡ この意味で, 実親の扶養義務
は補助的 (subsidiaire) である｡















第367条 (2007年３月５日の法律第293号) 養子は, 養親が必要である場






Art. 367 (L. n2007293 du 5 mars 2007) 	
doit des aliments 
l’adoptant s’il est dans le besoin et, 
	l’adoptant doit des ali-
ments	
Lesetde	
ne sont tenus de lui fournir des
aliments que s’il ne peut les obtenir de l’adoptant. L’obligation de fournir des
aliments ses et cesse pour 	




de pupille de		ou pris en charge dans les
prescritsl’article




② (1996年７月５日の法律第604号) ただし, 養子及びその直系卑属は,
養親の直系尊属に関しては, 遺留分権相続人の資格を有しない｡
252(884) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
本条は, 養子の, 養親の家族における相続権について規定する (養子の, 元
の家族における相続権については⇒364条１項)｡ 養子は, 養親の家族のなかで
実子と同一の相続権を有する｡ 養子の直系卑属も, 同様に, 養親の家族のなか
で相続権を有する｡







Art. 368 (L. n2002305 du 4 mars 2002) 	
et ses descendants
ont, dans la famille de l’adoptant, les droits successoraux	au chapitre III
du titre Ier du livre III.
(L. n96604 du 5 juill. 1996)	




des ascendants de l’adoptant.










Art. 3681 (L. n2006728 du 23 juin 2006) Dans la succession de
	

de descendants et de conjoint survivant,les biens 
par l’adoptant ou recueillis dans sa succession retournentl’adoptant ouses
descendants, s’ils existent encore en nature lors dude	
charge
de contribuer aux dettes et sous des droits acquis par les tiers. Les
biens que 	
avait titre gratuit de ses 	et retournent




単純養子縁組は, その後における子の実の親子関係の (認知, 身分占有, 裁














pareillement ces derniers ou leurs descendants.
Le surplus des biens de 	
se divise par 	
entre la famille
d’origine et la famille de l’adoptant (par L. n2006728 du 23 juin
2006) , sans des droits du conjoint sur l’ensemble de la succession.
第369条 養子縁組は, その後の親子関係の確立にかかわらず, そのすべ
ての効果を保持する｡
Art. 369 L’adoption conserve tous ses effets, nonobstant 
	 	
!	
"!"d’un lien de filiation.
第370条 ① (1996年７月５日の法律第604号) ≪重大な理由で正当化さ











)la demande de l’adoptant ou de 	
)ou,
lorsque ce dernier est mineur, celle du  	*"public.+
254(886) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
[一] 本条は, 単純養子縁組の撤回 (離縁) (	
) について規定する｡
完全養子縁組については撤回が不可能である (⇒359条) のに対し, 単純養子
縁組は撤回可能である｡ 1804年のナポレオン法典の養子制度では撤回は不可能
であったが, 1923年６月19日の法律によって撤回が可能とされるに至った｡
[二] 撤回は, 養親 (養親によって請求される場合には, 養子が15歳以上で




養親の相続人は, 撤回を請求することはできない｡ もっとも, 養親の相続人
は, 養親によって開始された手続を (手続中に養親が死亡した場合に) 続行す
ることができる (Civ. 1re, 21 juin 1989, Bull. civ. I, n249)｡
[三] 撤回を請求する者は, ｢重大な理由｣ の存在を証明しなければならな
い｡ 養親による請求の場合には, 養子の忘恩 (ingratitude), 養子の不品行
(mauvaise conduite) などがそれに当たるとされる｡ 養親に対してなされる撤
回の請求の場合には, 養親が親としての義務を果たさないことが考えられる
[しかし, このような場合には, 親権の取上げ (retrait de 	parentale)











faite par l’adoptant n’est recevable que si
est de plus de quinze ans.
Lorsque est mineur, les et par le sang ou, leur 




法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 255(887)
本条は, 養子縁組を撤回する判決にはその理由が示されなければならないこ






ランスでの効果 (Du conflit des lois relatives la filiation adoptive et de
l’effet en France des adoptions 	
	)
本節は, 2001年２月６日の法律によって, 民法典第１編第８章に追加された｡
本節には, 国際養子縁組 (adoption internationale) に対応して, 国際私法に関
する規定が置かれている｡ 近年, 国際養子縁組は増加しており, 2007年に完全
養子縁組の対象となった3,964人の養子のうち, 2,824人が国際養子縁組のケー
















②その主文は, 第362条に定められる条件に従って, 出生証書, 又は養子
縁組判決の謄記の余白に記載される｡
Art. 3701 Le jugement l’adoption doit 	
Son dispositif est 	en marge de l’acte de naissance ou de la tran-




Art. 3702 La  fait cesser pour l’avenir tous les effets de
l’adoption.
256(888) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
適用すべき法律の選択が必要となる｡ この法律の抵触の問題などについて,
｢養子縁組の要件は, 養親の国内法に従う｣ (370条の 3・1 項), ｢外国の未成年
者の養子縁組は, その者の属人法がこの制度を禁止している場合には, 言い渡
されえない｡ この未成年者がフランスに生まれ, かつ常に居住している場合は,
その限りではない｣ (370条の 3・2 項), ｢フランスで言い渡される養子縁組の
効果は, フランス法のそれである｣ (370条の４), ｢外国で適法に言い渡された
養子縁組は, フランスでは, それが先在する親子関係を完全なかつ撤回不可能
な方法で断絶する場合には, 完全養子縁組の効果を発生させる｡ そうでない場










山本正憲 ｢フランス養子法概説｣ 岡山法経９号 (1955年), 同 ｢フランス養子法改正予備
草案について｣ 民商37巻２号 (1958年), 谷口知平 ｢フランス血縁断絶養子・準正養子｣
『親子法の研究』 (有斐閣, 1956年), 稲本洋之助 ｢フランスの養子法｣ 比較20号 (1960年),
同 ｢フランスの養子制度｣ ジュリ784号 (1983年), 同 ｢フランスの養子法｣ 中川善之助・
山畠正男編 『新版注釈民法 (24)』 (有斐閣, 1994年), 中川文寿 ｢養子縁組制度に関する
改正法 (フランス)｣ 外国の立法29 (1967年), 加藤高 ｢フランスに於ける近代的養子制度
の展開―完全養子縁組の系譜を中心にして― (その１)｣ 広島商大論集 [法文編] 11巻１
号 (1970年), 同 ｢フランスの親子法｣ 中川善之助編 『注釈民法 (22) のⅡ』 (有斐閣,
1972年), 同 ｢フランス民法典公布前の養子縁組をめぐる諸問題 (１)｣ 修道法学９巻２号
(1987年), 同 ｢フランス革命下に見えた Adoption (養子縁組) についての一素描―1804
年民法典制定後の養子判例を通して―｣ 広島法学13巻４号 (1990年), 仁平先麿 ｢フラン
スにおける養子法｣ 阪学１巻 1＝2 号 (1976年), 石川良雄 ｢フランス判例における完全養
子縁組の問題｣ 判タ593号 (1986年), 久貴忠彦 ｢フランス・ドイツにおける養子法の発展｣
ケ研192号 (1982年), 同 ｢フランスにおける養子法の発展｣ 戸籍524号 (1987年), 塙陽子
｢フランスの養子｣, ｢フランス養子法の改正｣ 『家族法の諸問題 (上)』 (信山社, 1993年),
中川高男 『第二の自然―特別養子の光芒―』 (一粒社, 1986年), 同 ｢フランスの養子法｣
養子と里親を考える会編 『養子と里親―日本・外国の未成年養子制度と斡旋問題』 (日本
加除出版, 2001年), 床谷文雄 ｢西ドイツおよびフランスにおける養子制度の現状｣ 家族
＜社会と法＞６号 (1990年), 菊池緑 ｢フランスの養子縁組斡旋制度とその実態｣ 湯沢雍
彦編著 『要保護児童養子斡旋の国際比較』 (日本加除出版, 2007年), 金子敬明 ｢養子制度
の利用実態｣ 千葉25巻４号 (2011年), 同 ｢養子制度｣ 大村敦志・河上正二・窪田充見・
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 257(889)
(１) 第370条の３～第370条の５の注釈は省略する｡
＊同性婚を承認する2013年５月17日の法律第404号によって, 民法典第１編第５章 ｢婚姻｣,















水野紀子編著 『比較家族法研究―離婚・親子・親権を中心に―』 (商事法務, 2012年) な
ど｡
258(890) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
